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第４章 空家等への対応 

 ４－１ 空家等の指導方法 

管理不全の空家等に対する区の指導方法を以下に示します。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確認できる 

被害を与える原因の排除を念頭に置く 

審議会 

審議会 

総合窓口課 
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 ４－２ 豊島区建物等の適正な維持管理を推進する条例 

 

当区では、平成２６年７月に建物等の適正な維持管理に関し必要な事項を定め

ることにより地域住民の生命、身体又は財産の保護及びその生活環境の保全を図

り、もって区民が安全で安心して住み続けられるまちづくりの実現に資すること

を目的とした適正管理条例を策定し運用しております。 

この適正管理条例ができたことにより更地や敷地内から道路に管理不全な状態

で伸びる樹木に対し、これまでは、所有者等に対し適正管理をお願いするだけで

したが、同条例施行規則に基づく採点を実施し基準を満たす事が確認できた場合

には、条例によるより強い「助言」「指導」「勧告」「命令」を発出する事が可能と

なりました。 

 

 

 

適正管理条例一部抜粋 

(助言） 

第 6 条 区長は、建物等が適正な維持管理が行われていない状態であると認めるときは、

当該建物等の所有者等に対してこれを改善するために必要な措置について助言するこ

とができる。 

2 区長は、第 12 条第 1 項の規定による所有者からの申し出に際して、建築基準法令に関

する必要な措置について助言することができる。 

 

 （指導及び勧告) 

第 7 条 区長は、建物等が適正な維持管理が行われていない状態であると認めるときは、

所有者等に対してこれを解消するための措置又は対策をとるべきことを指導すること

ができる。 

2 区長は、前項の指導を行ったにもかかわらず、その指導に従わないときは、当該所有者

等に対し期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

 

 (命令) 

第 8 条 区長は、建物等が危険な状態であると認めるときは、当該所有者等に対し、履行

期限を定めて改善のための必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

2 区長は、前項の規定により命令を発しようとするときは、当該命令に係る所有者等に意

見を述べる機会を与えるほか、あらかじめ第 9 条の 3に定める豊島区建物等適正管理審

議会の意見を聴くものとする。 
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3 区長は、建物等に関して、第 1項の規定による命令を発した場合においては、標識の設

置その他の規則で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「適正管理条例」の判定基準により 15 点以上 50 点未満の場合に管理不全な状態と

し、空家等で 50 点以上の場合は危険な状態と評価し「特別措置法」の特定空家と判

定します。 
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 ４－３ 空家等に対する取り組み 

 

 

 

空家を除却した跡地の活用についての制限は設けません。ただし、豊島区老朽建物除却

費助成要綱に基づく除却費の助成を受けた跡地については、同要綱の条件に従うものとし

ます。 

また、利活用が可能な空家等に対しては、関係部署と連携を図り空家活用事業や居住支

援協議会の事業などにより、積極的に活用を促進します。 

 

■空家活用に関する相談と対応の流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）空家活用条例 

空家の管理は、所有者が自らの責任において適切に行うことが大前提ですが、空家の放

置による建物の老朽化は、防災・防犯・衛生面等地域への悪影響を及ぼす恐れがあります。 

そこで、「豊島区空家活用条例」を制定し、平成 30 年 4月 1 日から施行しています。 

 

■空家活用条例の概要 

①目的 

空家の活用を促進し、区民の安全・安心なまちづくり及び多様なライフスタイルの実現

空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

空き家活用事業 
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に寄与することを目標としています。 

②空家の定義 

区内にある建築物であって現に人が居住せず、又は使用していない状態にあるものとし

ていますので、住宅・事務所・店舗・倉庫などが対象となります。 

③基本理念 

空家の発生の防止、適正な管理、流通促進・有効活用等による地域や都市の活力の向上

を掲げています。 

④責務規定 

空家所有者は基本理念にのっとり空家の適正管理及び活用に努めなければならないと

しています。このほか、区、区民等、関連団体に対しても責務を規定しています。 

⑤空家の発生予防 

建築物の所有者は、改修・登記など空家の発生予防のため必要な措置を講ずるよう努め

なければならないとしています。 

⑥空家の活用登録 

空家所有者は空家を活用するために空家の登録を区に申請することができます。空家を

登録した所有者は、区の専門家派遣制度や空家の活用支援事業者による相談から活用提

案まで、ワンストップで活用に向けた支援を無料で受けることができます。 

⑦事業者登録 

空家を活用しようとする事業者は、空家活用事業者として登録を受けることができます。

登録された事業者情報は区のホームページ及び窓口で公表しています。 

⑧家族的な住まい方の認定 

条例で規定する認定要件を満たし、家族的な住まい方として認定された場合には、従来

の用途のままでシェアハウスやシェアルームへ転用しやすくする仕組みを規定してい

ます。学識経験者で構成される審議会で個別に認定を審議し、認定された建築物の所有

者等及び居住者に対しては安全確保に関する規定の遵守を求めています。 

 

（２）地域貢献型空き家利活用事業 

 地域交流の活性化、地域コミュニティの再生、地域まちづくりの推進等の公益目的のた

めに空家活用を進めるとともに空家の解消を図ることを目的とし、戸建て空家を地域貢献

のために提供したいと考えるオーナーと、地域貢献活動を展開したい NPO 法人や社会福祉

法人等の団体をマッチングします（オーナー自身が活動を行う場合も可）。 



 
 

14 
 

また、活動に必要な建物のリフォーム工事費等の一部を補助します。 

 ＜地域貢献活用の例＞ 

・多世代交流が生まれる地域に開かれたコミュニティカフェ 

・放課後児童の居場所づくりや学習支援、子ども食堂 

・その他、地域交流の活性化や暮らしやすいまちづくり等に資する公益的活動 

■豊島区地域貢献型空き家利活用事業の一事業例 

 

（３）共同居住型住宅改修補助 

空家をシェアハウスとして活用したいと考えるオーナーに対して、改修費の一部を補助

します。 

 

（４）ワンストップ相談 

 区が委託を行う空家の活用支援事業者が、相談から活用提案までワンストップで活用に

向けた支援を行います。 

 

（５）専門家派遣 

 オーナーから寄せられた空家に関する様々な問題（維持管理、相続、登記、売買等）に対

し、空家活用の推進に関する協定を締結した不動産団体等の７団体の専門家を派遣し、問

題の解決にあたります。 

 

（６）空家管理サポート 

区と空家等の適正な管理の推進に関する協定を結んだシルバー人材センターが、建物・

敷地内の見回り、屋外水栓の通水確認、敷地内の除草、樹木の剪定などのサービスを提供

します（有償）。 
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（７）住まいの終活相談 

将来、空家となる可能性のある物件所有者等に対して、事前に、相談、現地調査、活用プ

ランの提案等ワンストップで支援することで、空家の発生予防を図ります。 

 

 

  

（１）住宅セーフティネット事業 

 住宅セーフティネット制度とは、高齢者、障害者、子育て世帯等、住宅の確保に配慮が必

要な方のために、民間の空家・空室を活用して、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸

住宅の供給を促進することを目的とした制度です。①住宅確保要配慮者の入居を拒まない

賃貸住宅の登録制度、②登録住宅の改修・入居への経済的支援、③住宅確保要配慮者のマ

ッチング・入居支援の 3つの柱から成り立っています。 

 

 

■豊島区における住宅セーフティネット事業による支援 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居の円滑化を図ることを目的に、セーフティネ

ット専用住宅の所有者などに対して、各種補助を実施します。 

①住宅改修費補助 

セーフティネット住宅（専用住宅）の登録要件を満たすための住宅改修について費用の一

部を補助します。 

②家賃低廉化補助 

住宅確保要配慮者である入居者の家賃負担の低減を図ることを目的に、セーフティネット

住宅（専用住宅）のオーナーに対して、補助を行います。 

③家賃債務保証料低廉化補助 

区内のセーフティネット住宅（専用住宅）に係る家賃債務保証料の低廉化を行う家賃債務

 その他の空き家・空き室活用に係る事業 
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保証業者又は居住支援法人対して、家賃債務保証料の一部を補助します。 

④少額短期保険料補助 

入居者の死亡に伴い、セーフティネット住宅のオーナーが被る損失（残存家財整理費用、

居室内修繕費用、空家となったことによる逸失家賃の少なくともいずれか 1 種）を保証す

る少額短期保険の保険料の一部を補助します。 

 

（２）居住支援協議会 

居住支援協議会とは、住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を

育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の

促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団体等が連携（住宅セーフティネッ

ト法第 10条第 1項）し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅

情報の提供等の支援を実施するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①豊島区居住支援協議会の事業 

１．豊島区内の空家・空室・空店舗等の有効活用による住宅確保要配慮者への住まい及び

居場所の提供の促進に関すること。  

２．住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び居住の安定方策に関する

こと。  

３．住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃借人に対する情報の提供等の支援に関するこ

と。  

４．住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する啓発活動等住宅市場

の環境整備に関すること。  
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④居住支援協議会に登録さ

れた居住支援団体を通じて、 

入居者をマッチング 

⑤登録居住支援団体を通じて 

マッチングしない場合は、 

HP に掲載し入居者募集 

 

１．空き家の登録 ２．マッチング ３．一般公募（ＨＰ掲載） 

①物件情報シート等により 

申込 

 

②現地確認 

 

③面談（オーナーの意向等を

ヒアリング） 

 

入居支援、入居後の 

サポート体制等について 

協議 

②居住支援バンク 

 豊島居住支援バンクとは、豊島区内の空家・空室オーナーと住宅確保要配慮者のマッチ

ングを図るものです。オーナーからご登録いただいた物件は、居住支援協議会に登録され

た居住支援団体の居住のサポートや入居者募集の支援が受けられます。 

バンクの活用により、空家・空室の情報を広く集め、住宅確保要配慮者への住まいの提

供を促進していきます。 

 

■居住支援バンクを通じた活用の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


